
様式第１号（第７条関係）

中小企業事業高度化機械設備設置事業補助金交付申請書

年　　月　　日

（宛先）静岡市長

所　　在　　地
名　　　　　称
申　請　者　　代表者氏名
連絡担当者氏名
電 話 番 号

　　　　年度において、中小企業事業高度化機械設備設置事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円

（補助金所要額）　（補助金に係る消費税仕入控除税額等）　　　　　（補助金額）
　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　　　円

２　事業の目的



様式第２号（第７条関係）

中小企業概要調書

１　中小企業の名称


２　代表者


３　沿　　　　　革


４　資本（出資）金


５　従業員数


６　業　　　　　種
　　　主要製品

　　　主要取引先

７　本社所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
８　工場等所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
様式第３号（第７条、第10条関係）

事業高度化に関する調書（事業高度化の変更に関する調書）

１　事業高度化の内容、実施時期及び高度化の目標
（１）事業高度化を行おうとする事業の属する業種名


（２）事業高度化を行おうとする事業の内容
　　①現況


　　②課題


　　③事業内容


（３）事業高度化を行おうとする事業の目標等
　　①概要


　　②生産数量及び生産性
【　年　月期 実績】
	生産品目
	生産場所
	実績生産金額

	
	
	百万円／月

	
	
	百万円／月

	合計
	百万円／月

	保有人数
	人

	１人月当たりの生産金額
	百万円／月





【　年　月期 見込】
	生産品目
	生産場所
	見込生産金額

	
	
	百万円／月

	
	
	百万円／月

	合計
	百万円／月

	保有人数
	人

	１人月当たりの生産金額
	百万円／月



【　年　月期 見込】
	生産品目
	生産場所
	見込生産金額

	
	
	百万円／月

	
	
	百万円／月

	合計
	百万円／月

	保有人数
	人

	１人月当たりの生産金額
	百万円／月



（４）事業高度化を行おうとする住所地及び事業所名


（５）事業高度化の実施時期




様式第４号（第７条、第10条、第12条関係）

事業計画書（変更事業計画書、事業実績書）

１　工場等の名称	


２　設置場所	


３　設置日
	事業着手日
	年　　 月　　 日

	事業完了日
	年　　 月　　 日



４　機械設備設置の状況
	番号
	機械設備の名称
	数量
	取得価格
	取得年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	－



５　補助金所要額内訳
	区　　分
	補助対象経費(Ａ)
	補助率(Ｂ)
	(Ａ)×(Ｂ)
	補助金額

	機械設備
	円
	
	円
	円





様式第５号（第７条関係）

製品情報証明書
	
	１代前モデル又は同等モデル
	導入設備
	年間削減使用電力量

	製品型番
	
	
	

	消費電力（Ａ）
	
kW
	
kW
	

	１サイクル当たり所要時間（Ｂ）
	
h
	
h
	

	１サイクル当たり使用電力量（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ）
	
kWh
	
kWh
	

	１日当たり稼働時間（Ｄ）
	h
	

	１日当たり使用電力量（Ｅ）＝（Ａ）×（Ｄ）
	
kWh
	
kWh
	

	年間稼働日数（Ｆ）
	日
	

	１年間当たり使用電力量（Ｅ）×（Ｆ）
	
kWh（Ｇ）
	
kWh（Ｈ）
	
kWh（Ｇ）－（Ｈ）



当社が製造し、又は販売する機械設備に関する上記記載内容は、適当であることを証明します。
	会社名
	

	所属先名
	

	所属先住所
	

	担当者氏名
	

	連絡先
	




様式第６号（第７条、第10条関係）

年間使用電力量改善計画書（変更年間使用電力量改善計画書）

１　機械設備導入による年間削減使用電力量
	削減使用電力量（Ａ）

	kWh



２　生産場所における１生産単位当たりの使用電力量
【　年　月期　実績】
	生産場所の年間使用電力量（Ｂ）
	年間生産数量（Ｃ）
	１生産単位当たりの使用電力量（Ｄ）＝（Ｂ）÷（Ｃ）

	kWh
	
	kWh



【　年　月期　見込】
	生産場所の年間使用電力量
（Ｅ）＝（Ｂ）－（Ａ）
	年間生産数量（Ｆ）
	１生産単位当たりの使用電力量（Ｇ）＝（Ｅ）÷（Ｆ）

	kWh
	
	kWh



１生産単位当たりの年間使用電力量改善率
（１　－　（Ｇ）　／　（Ｄ））　×　100　＝　　　　　　％


様式第７号（第７条関係）
賃上げ表明証書

　年　　月　　日
（宛先）静岡市長
	申請者
	住所
	法人又は団体にあっては、
	



	
	
	その主たる事務所の所在地
	

	
	氏名
	法人又は団体にあっては、
	

	
	
	その名称及び代表者の氏名
	

	
	電話番号
	




　令和　年度（令和　年　月　日から令和　年　月　日までの当社事業年度）において、従業員に対する給与総額（雇用者給与等支給額）を令和　年度と比較して3.0パーセント以上増加させる方針を従業員代表の　　　　　に説明し、賃上げ方針について従業員に対する表明を行いました。


　上記の賃上げ方針について、我々従業員は令和　年　月　日に　　　　　　という方法によって、代表者より表明を受けました。


　令和　年　月　日
　　従業員代表


　（記載上の注意）
　１　補助金事業申請日を含む事業年度又は翌事業年度における賃上げ方針について記載してください。
　２　賃上げ方針において上記１と比較するのは、新規の補助金事業申請日を含む事業年度の直前の事業年度における雇用者給与等支給額になります。
様式第８号（第７条関係）
誓約書

　　年　　月　　日　　
（宛先）静岡市長
	申請者
	住所
	法人又は団体にあっては、
	



	
	
	その主たる事務所の所在地
	

	
	氏名
	法人又は団体にあっては、
	

	
	
	その名称及び代表者の氏名
	

	
	電話番号
	



静岡市中小企業事業高度化機械設備設置事業補助金（以下「補助金」という。）の交付を申請するにあたり、次の内容について、誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
	チェック
	

	☐	全ての交付対象要件を満たしています。
また、全ての申請内容は事実に相違ありません。

	☐	市税に滞納はありません。

	☐	虚偽が判明した場合は、静岡市補助金等交付規則第16条の規定により補助金を返還します。


※全ての項目に☑を記入してください。チェック欄の全ての項目に記入がない場合は、補助金の交付を申請することはできません。


